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論文内容の要旨
犯罪被害者に関する問題はわが国の歴史上でも、ほとんど取り上げられてこなかったといっても過言で
はなし、。特に法システムのなかでは、アメリカの犯罪学者シェーファー (8.8chaf er )が「被害者の衰退
期」と指摘するように、犯罪被害者の存在は、「忘れられた人々J(f orgotten persons)であった。また、
社会的にも保護、支援するという意識も、全く欠落していた。
1960年代から、「被害者の復興期」がおとずれたアメリカ合衆国においては、事件直後から、被害者や
遺族に支援員やボランティアが付き添い、さまざまな相談や情報提供を行う被害者支援システムが確立さ
れ、民間団体の数は、最低7千は存在するといわれている。それに比して、 1993年にようやく犯罪被害者
を対象とする初の民間支援機関が登場したわが国では、 2002年現在、全国で30を数えるが、そのほとんど
の機関が、定時の電話相談(一部面談相談もあり)のみにとどまり、その不十分さが強く指摘されている。
アメリカにみられるような、事件直後からの直接支援は、わが国の被害者にもニーズが高く、より有効な
被害者支援システムの確立が期待されている。
本論文は、わが国の犯罪被害者支援システムの構築のあり方を、おもに民間の犯罪被害者支援の視点か
ら明らかにし、同時にこのような犯罪被害者にみられる特有の問題を考慮しながら、犯罪被害者支援のあ
り方について、考察したものである。
本論文は、二部構成から成り、第 I部は、犯罪被害者支援の先進国であるアメリカ合衆国の実践の成果
と課題を、ペンシルベニア州、チェスター郡の犯罪被害者センター (CrimeVictim's Center)での詳細
な観察と聴き取りによって明らかにした。第E部では、へイトクライム (HateCrime)について検討す
ることによって、アメリカにおける被害者の権利運動の方向性と、被害者支援問題のあり方を考察した。
終章では、犯罪被害者支援のあり方について、(1)迅速な援助の必要性、 (2)具体的な情報提供の重要性、
(3)被害者心理に基づいたアドボケイト活動を軸とする直接的支援の必要性、 (4)一部専門家のみの支援に
拠らない総合的な支援の必要性などについて考察した。現在、わが国において被害者支援システムを構築
する作業は困難を極めていて、民間と公的機関との連携や、支援フ。ログラムの内容に関する研究が急がれ
ている。わが国の民間支援機関が、その支援内容を充実させるには、(1)財源の確保、 (2)人材の育成、
(3)支援方法の研究が、早急の課題であることを論じた。
論文審査の結果の要旨
本論文は、わが国の犯罪被害者支援システムの構築のあり方を、おもに民間の被害者支援の視点から明
らかにすることを目的とし、先進的な取り組みをしているアメリカの犯罪被害者支援の実践の成果と課題
について分析したものであるO アメリカでは、法制度の確立のみならず、民間の支援団体が、犯罪被害者
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への実際的な援助を担う支援サービスが次々に誕生し、現在では、その数は全米で 1万を越えているo ま
た公的機関と連携をとりながら、民間支援機関が主体となって活動をしており、被害者が法制度を利用す
るにあたっての援助や精神面でのサポートを、さまざまな援助プログラムに則って提供している。特に事
件直後のクライシス・インターペンション(危機介入)を24時間体制で行うような迅速さや、法廷等への
付き添いや情報提供など、支援スタッフが積極的にはたらきかけを行う直接的支援が、アメリカの被害者
支援の特徴である。第 I部では、アメリカにおける犯罪被害者センター設立の歴史とその後の活動経過を
概観するとともに、犯罪被害者への支援サービ、ス、すなわちクライシスインターペンション(危機介入)、
関係機関への付き添い、カウンセリング、アドボケイト、情報提供、セルフヘルプグループの運営補助な
どの多様な実践がいかに被害者支援に必要であるかが論じられた。第E部では、 1980年代から社会問題と
されてきたへイトクライムCHateCrime)について検討することによって、アメリカにおける被害者の権
利運動の方向性と、被害者支援問題のあり方が考察された。終章では、犯罪被害者支援システムの構築の
必要性と、そのために必要な支援のあり方、コミュニティでのネットワークづくりなどが総合的に検討、
考察された。犯罪被害者支援のあり方について、迅速な援助、具体的な情報提供の重要性、被害者心理に
基づいたアドボケイト活動を軸とする直接的支援の必要性、一部専門家のみの支援に拠らない総合的な支
援の必要性が論じられた。さらには現在ある民間支援機関が、その支援内容を充実させるには、(1)財源
の確保、 (2)人材の育成、 (3)支援方法の研究が、早急の課題であることが論じられた。以上、本論文は整
備が急がれる我が国の犯罪被害者支援、とくに民間の被害者支援の実践の今後に関して多大な示唆を与え
うる点において、その先見性、先駆性が高く評価できるものであると考える。よって博士(学術)に値する
ものである。
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